
男女とも仕事と育児・介護を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の拡充や介護離職防止
のための雇用環境整備、個別周知・意向確認の義務化などの改正を行いました。

改正内容 施行前 施行後
対象となる子の範囲の拡大 小学校就学の始期に達するまで 小学校３年生修了まで

取得事由の拡大
（③④を追加）

①病気・けが
②予防接種・健康診断

①病気・けが
②予防接種・健康診断
③感染症に伴う学級閉鎖等
④入園（入学）式、卒園式

労使協定による継続
雇用期間６か月未満
除外規定の廃止

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
②継続雇用期間６か月未満

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
※②を撤廃

名称変更 子の看護休暇 子の看護等休暇
※ 取得可能日数は、現行日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は10日）から変更ありません。

改正内容 施行前 施行後
請求可能となる労働者の範囲の拡大 ３歳未満の子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する労働者

改正内容 施行前 施行後

代替措置のメニューを追加
〈代替措置〉
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等

〈代替措置〉
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等
③テレワーク

３歳未満の子を養育する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます。
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❶～❾▶令和７（2025）年４月１日から施行

子の看護休暇の見直し1 就業規則等の見直し義務

所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大2 就業規則等の見直し義務

育児のためのテレワーク導入4 就業規則等の見直し努力義務

短時間勤務制度（3歳未満）の代替措置にテレワーク追加3 選択する場合は就業規則等の見直し

育児・介護休業法 改正ポイントのご案内
令和７（2025）年４月１日から段階的に施行

育児・介護休業法 改正ポイントのご案内 …………… 1
高齢者雇用確保措置の経過措置終了について………… 3
障がい者の法定雇用率引き上げについて……………… 3
企業の奨学金返還支援（代理返還）制度の
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公平な採用選考のために………………………………… 8
公正採用選考人権啓発推進員の選任と
　　　　　　　　　変更の報告はお済ですか？……… 8
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改正内容 施行前 施行後
公表義務の対象となる企業の拡大 従業員数1,000人超の企業 従業員数300人超の企業

•公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。
•年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、一般の方が閲覧できる方

法で公表してください。
•より具体的な公表内容や算出方法は厚生労働省ホームページをご確認ください。

育児休業取得状況の公表義務適用拡大5 義務

改正内容 施行前 施行後

労使協定による継続雇用期間６か月
未満除外規定の廃止

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
②継続雇用期間６か月未満

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
※②を撤廃

介護休暇を取得できる労働者の要件緩和6 労使協定を締結している場合は就業規則等の見直し

介護休業や介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下①～④のいずれかの措置を講じ
なければなりません。
　① 介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施
　② 介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
　③ 自社の労働者の介護休業取得・介護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供
　④ 自社の労働者へ介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

介護離職防止のための雇用環境整備7 義務

（１）介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認
介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は介護休業制度等に関する以下の事項の周知と介護休業の取得・
介護両立支援制度等の利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。

周知事項
①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
②介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
③介護休業給付金に関すること

個別周知・意向確認の方法 ①面談　②書面交付　③FAX　④電子メール等　のいずれか
　注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

（２）介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供
労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深めるため、事業主は介護休
業制度等に関する以下の事項について情報提供しなければなりません。

情報提供期間 ① 労働者が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度（１年間）
② 労働者が40歳に達する日の翌日（誕生日）から１年間　のいずれか

情報提供事項
① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
③ 介護休業給付金に関すること

情報提供の方法 ①面談　②書面交付　③FAX　④電子メール等　のいずれか
　注：①はオンライン面談も可能

介護離職防止のための個別の周知・意向確認等8 義務

要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます。

介護のためのテレワーク導入9 就業規則等の見直し努力義務

（１）育児期の柔軟な働き方を実現するための措置
（２）柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認

⑩⑪ ▶令和７（2025）年10月１日から施行

柔軟な働き方を実現するための措置等10 就業規則等の見直し義務

（１）妊娠・出産等の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴取
（２）聴取した労働者の意向についての配慮

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮11 義務

詳細は厚生労働省ホーム
ページをご確認ください。
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除外率が、各除外率設定業種ごとにそれぞれ10ポイント引き下げられ、令和７年４月１日から以下のように
変わります。(現在除外率が10％以下の業種については除外率制度の対象外となります。)

主な除外率設定業種 除外率
•非鉄金属第一次製錬・精製業・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） ５％
•建設業・鉄鋼業・道路貨物運送業・郵便業（信書便事業を含む） 10％
•港湾運送業・警備業 15％
•鉄道業・医療業・高等教育機関・介護老人保健施設・介護医療院 20％
•金属鉱業・児童福祉事業 30％
•道路旅客運送業・小学校 45％
•幼稚園・幼保連携型認定こども園 50％

令和５年度 令和６年４月 令和８年７月
民間企業の法定雇用率 2.3％　⇒ 2.5％　⇒ 2.7％
対象事業主の範囲 43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

▶障がい者を雇用しなければならない対象事業主には、以下の義務があります。
　◆毎年６月１日時点での障がい者雇用状況のハローワークへの報告
　◆障がい者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」の選任（努力義務）

障がい者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（令和６年４月以降）Point 1

除外率が引き下げられます。（令和７年４月以降）Point 2

助成金等の支援策につい
ては、厚生労働省のホーム
ページをご確認ください

※ 高年齢者雇用安定法第9条第1項に基づき、定年を65歳未満に定めている事業主は、雇用する高年齢者の65歳までの安定
した雇用を確保するための措置を講じなければなりません。

2025（令和７）年４月１日以降は、高年齢者雇用確保措置※として以下のいずれかの措置を講じる必要があります。
■ 定年制の廃止
■ 65歳までの定年の引き上げ
■ 希望者全員の65歳までの継続雇用制度の導入

経過措置期間は2025年３月31日までです。
４月１日以降は別の措置により、高年齢者雇用確保措置を講じる必要があります

高齢者雇用確保措置の経過措置終了について

障がい者の法定雇用率引き上げについて

企業の奨学金返還支援（代理返還）制度の活用をご検討ください
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雇用関係助成金のご案内
雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の両立支援、従業員の能力向上などにぜひご活用ください。

労働者の雇用維持を図る
雇用調整助成金
経営悪化による休業、教育訓練、出向を通じた雇用維持

在籍型出向を支援する
産業雇用安定助成金
スキルアップを在籍型出向により行い、出向復帰後の賃金を上昇

離職する労働者の再就職支援・中途採用を行う
早期再就職支援等助成金

離職を余儀なくされる労働者の再就職支援
雇用期間の定めのない労働者の中途採用を拡大する

新たに労働者を雇い入れる
特定求職者雇用開発助成金（★）継続雇用労働者としての雇い入れ

雇
用
対
象
者

高年齢者・障がい者（身体・精神・知的・発達）・難病患者
母子家庭の母等・就職氷河期世代の者・生活保護受給者等
成長分野に従事する就職困難者

トライアル雇用助成金（★）試行的に雇い入れ

雇
用
対
象
者

離職や転職を繰り返す者・障がい者
若年者または女性の建設労働者
生産性向上に資する取組等に新たな人材を雇い入れる

障がい者の雇用環境の整備を図る
障害者作業施設設置等助成金（※）
障がい特性に応じた作業施設等の設置・整備

障害者福祉施設設置等助成金（※）
障がい者の福祉増進を図るための福祉施設等の設置・整備

障害者介助等助成金（※）
障がい者の介助または職場定着のための措置

職場適応援助者助成金（※）
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援

重度障害者等通勤対策助成金（※）
通勤を容易にするための措置

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金（※）
重度障がい者を多数継続雇用する事業施設等の整備

障害者雇用相談援助助成金（※）
障がい者の雇入れや雇用継続のために必要な雇用管理に関する援助
を実施

労働者の雇用環境の整備を図る
人材確保等支援助成金

対
象
内
容

人材確保や職場定着支援事業の実施
人事評価制度の整備
建設労働者や外国人労働者の雇用環境改善等
テレワークの導入

65歳超雇用推進助成金（※）
対
象
内
容

65歳以上への定年引上げ・定年制の廃止等
高年齢者の雇用管理制度の整備等
無期雇用への転換

高年齢労働者処遇改善促進助成金
対
象
内
容

高年齢労働者の賃金規定を増額改定

キャリアアップ助成金
対
象
者

有期雇用労働者等
（契約社員・パート・派遣社員など）

対
象
内
容

正規雇用労働者への転換
障がい者を正規雇用労働者等へ転換
賃金規定等の増額改定
正規雇用労働者と共通の賃金規定等を導入
賞与・退職金制度の導入
短時間労働者を新たに社会保険の被保険者とする際に処遇改善
を実施

仕事と家庭の両立支援等に取り組む
両立支援等助成金（◆）

対
象
内
容

男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境や業務体制を整備
介護支援プランを策定し、介護休業や介護両立支援制度を利用
育休復帰支援プランを策定し、育児休業の円滑な取得・職場復
帰に取り組む
育児休業や短時間勤務の期間中に他の労働者が業務を代替する
育児中の労働者が利用できる柔軟な働き方に関する制度を導入する

労働者の職業能力向上を図る
人材開発支援助成金

対
象
内
容

職務に関連した10時間以上の訓練等
有給の教育訓練休暇制度の導入・取得
建設関連の訓練等
デジタルなど成長分野を支える人材育成を目的とした訓練
事業展開等に伴い新たな分野で必要となる訓練等

障害者能力開発助成金（※）
対
象
内
容

障がい者に対して能力開発訓練事業を実施

上記一覧の内容は変更になることがあります。
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特定最低賃金件名 時間額 発効年月日

塗料製造業 1,120円 令和６年12月１日

鉄鋼業 1,120円 令和６年12月１日

生産用機械器具製造業・
業務用機械器具製造業など 1,127円 令和６年12月１日

電子部品・
電気機械器具製造業など 1,127円 令和６年12月１日

自動車・同附属品製造業 1,119円 令和６年12月１日

非鉄金属・電線・ケーブル
製造業など 1,114円 令和６年10月１日

自動車小売業 1,114円 令和６年10月１日

1,114円
（令和６年10月１日発効）

大阪府
最低賃金

パートタイム・臨時・派遣・アルバイト・嘱託等も適用

「中退共」は国がサポートする
中小企業のための退職金制度です。

の退職金制度
人も、会社も、元気にしよう！

安全 国の制度だから安心
掛金の一部を国が助成します。

有利 掛金は全額非課税
手数料もかかりません。

簡単 社外積立で管理が簡単
退職金資産額などもお知らせ。

〇パートタイマーさんも加入できます。
〇他の退職金・企業年金制度等とのポータビリティも可能です。

TEL（03）6907-1234

詳しくはホームページをご覧ください https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/中退共 検索
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令和 6 年度も、６月、９月、12 月、
3 月に開催し、約 300 名の求職者
の方が参加されました！

令和7年　６月
　　　　  ９月
　　　　12月
令和8年　 3月

八尾商工会議所
八尾商工会議所
八尾商工会議所
八尾商工会議所

令和7年度  会社説明会•面接会予定
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